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別紙

進展の速い民生先端技術の短期実用化に関する取組の試行について

１ 本取組の試行に係る方針について

⑴ 取組の趣旨

近年、情報通信技術（ＩＣＴ）が急速に進展しているほか、ドローン、

人工知能（ＡＩ）といった新たな分野においてイノベーションの進展が著

しく、防衛省・自衛隊においても速やかに取り込んで、技術革新サイクル

の速い民生技術を活用していく必要がある。安全保障環境の変化を踏まえ

つつ、技術進展の速さに迅速に対応していくためには、技術のシーズと運

用のニーズの方向性を機動的に一致させていくことが必要である。

かかる観点から、平成２８年８月に策定された「防衛技術戦略」におい

て、「加速する科学技術イノベーションの進展への対応」として、技術進展

の速さに対応するため、数年先を見据え、自衛隊の運用者と外部の専門家

を含めた技術者が緊密に連携した、効果的・効率的な研究開発のための方

策を検討していくこととされたところである。ついては、自衛隊の部隊等

が有する課題と進展の速い民生先端技術のマッチングを追求する方策とし

て、進展の速い民生先端技術の短期実用化に関する取組を試行し、民間活

力を効果的に取り込み、厳しい安全保障環境に置かれた部隊等の課題の速

やかな解決を追求することとする。

更には、新たな技術をスピーディーに製品化する民間のノウハウ等を防

衛省の研究開発に取り込んで、研究開発やフォローアップの迅速化につな

げていくこととする。

⑵ 取組の概要

本取組は、進展の速い民生先端技術を素早く取り込んで３年を目途に自

衛隊での活用方法を実証、短期に現場部隊等の課題の解決を追求するとと

もに、その過程で研究開発の迅速化、効率化手法に関する知見を得ること

を目的とする。本取組に係る基本的考え方は以下のとおりである。

・ 民生先端技術の進展と自衛隊の課題をスピーディーにマッチング

・ 非防衛産業を含む先端企業の技術や研究開発等をタイムリーかつ短期

間に活用

・ 運用者までを含めて取組を可視化するなどにより、民間を含めた技術

者と運用者の連携を促進

・ 以上により、変化の著しい安全保障環境等の下においても、課題解決

までを通じてマッチングを更に強化



２ 取組の要領について

⑴ 本取組の対象とする課題

速やかに解決が必要な部隊等の課題を優先的に対象とするが、そのうち、

進展の速い民生先端技術並びに優れた研究開発力を効果的に活用すること

により、早期に課題の解決が見込めるものを主な対象に幅広に取り組むも

のとする。

⑵ 段階的な進捗による解決策の具現化

各幕僚監部から情報共有された部隊等の課題について、防衛装備庁はホ

ームページ等を活用して企業から民生技術の情報収集を行い、各幕僚監部

の協力を得つつ、速やかに解決策を立案する。これを課題共有から実証事

業の着手まで１年以内を目標として行う。

実証事業の１年目として、価格の観点も重視しつつ、運用者の要望を着

実に反映する構想設計を実施することで、民生先端技術の活用や実用化の成

立性を明らかにし、リスクを低減させる。また、デュアルユース性を生かし

た成果の民間市場活用による効果についても検討する。

実用化の成立性を確認した後、速やかに、２年間程度を基本とした実証

（仮作試験）に移行する。この段階では、解決策の精緻化を行いつつ、設定

した価格を実現することを追求し、自衛隊が参画したデモンストレーション

までを行うことで技術活用の有用性を実証する。実証品は直ちに装備品にな

るとは限らないものの、部隊等で速やかに活用しえることを追求し、速やか

な現場部隊等の課題の解決に努める。

⑶ 運用者と技術者の緊密な連携

実施に当たっては、課題に応じて防衛装備庁及び各自衛隊の情報共有や

協力等を図るチームを構成し、電子的なツールを活用して従来以上の認識

共有を図りつつ、新たな技術や実用品開発の外部エキスパートにアドバイ

スを受けながら進捗させる。

また、安全保障環境の変化が著しいところ、短期間で成果を得るととも

に、部内ホームページ（web.mod.go.jp/atla/rapid/）等で情報共有を図り

つつ、防衛装備庁、各幕僚監部、部隊等の関係者で認識共有を図って、相

互の協力を促し、シーズとニーズの方向性のマッチングの強化を図ること

で、限られた資源を効果的に部隊等の課題解決につなげていくことを追求

する。

３ その他

この取組の実施に必要な細部要領については、別に定めるガイドラインに

よるものとし、取組の進捗に応じて随時見直しを行うものとする。


